
3 款 2 項 3 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

3,700 3,700 3,700 3,700 3,700 18,500

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

活動実績（利用件数） 件 983 900 740 975
ファミリー・サポート・センター会員 人 348 340 348 381

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 2,237 3,031 2,702 2,039

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

1,212
県支出金 1,802 911 0 1,021

人件費 1,272 1,206 1,206 1,206
国庫支出金 0 911 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.16 0.15 0.15 0.15
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,206
合計 0 4,853 2,702 4,272

事業費
直接事業費 2,766 3,647 1,496 3,066
人件費 1,273 1,206 1,206

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

地域の相互援助活動により、保護者が仕事と育児の両立ができ、安心して働くことのできる環境を整備する。

事業の内容

育児の援助を受けたい人（おねがい会員）、育児の援助を行いたい人（まかせて会員）及びおねがい会員とま
かせて会員を兼ねる人（どっちも会員）に会員登録をしてもらい、会員間で子どもの預かりを実施

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

子育て支援の情報提供及び制度の周知に努めるとともに、利用者のニーズにあった体制づくりを行っていく。

事業の対象 市内に居住し、就学前の児童及びその保護者（子育てを始めるものを含む。）

根拠法令等
ファミリー・サポート・センター実施要綱

予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
少子化対策の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 子育て支援課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

552
記入者情報 所属長： 西川 重子 担当責任者： 下岡 裕基

事務事業名 ファミリーサポートセンター事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

保育所の保育時間の延長や児童クラブの民間運営により、子育てサービスが充実し、当該事業の利用者
が大幅に減少している。

しかし、短時間での利用も可能であることから、子育て中の保護者が育児に負担を感じず子育てするため
には、有効な事業と考える。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利用価値は十分にあると思うので、今後
は細かい内容の周知に努め気軽に利用できるサービスとして充実をさせたいと思う。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率

課題認識

子ども・子育て支援新制度の実施により保育所の開設を土曜日も一日としたこと、また放課後児童クラブ
を年度途中から民間に委託したことで、時間延長が可能となり、これらに係る利用が大幅に減少した。子
育て支援において欠かすことのできない事業の一つであり、今後も制度の周知に努めていく必要がある。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 5

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 5

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率 3
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 4

B成果向上の可能性 4

目　　標 900 900 900 900
実　　績 983 975 0 0

成果指標

成果指標
活動実績

指標設定の
考え方

核家族化・コミュニティの希薄化により、活動実績（利用件数）の増減が機能しているかのバロメーターとなるた
め、この指標を設定した。

区分年度 26年度 27年度 28年度 目標29年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


